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１．対策強化の基本的考え方

現在、政府において策定している「地球温暖化対策推進大綱」に基づく諸対策を進め
た場合 年には 基準年 基準年は 年 ただし ＨＦＣ等３ガスについては、 、 （ 、 、
年として算定）の排出量を とすると、第１部に示すとおり原子力発電所が 年ま
でに新規に 基設置された場合は 、同じく７基設置された場合は となると推定
されたが 京都議定書で定められた目標を達成するためには 基準年の排出量に対して、 、
にまで下げる必要があることから、いずれの場合もさらなる対策強化が必要となる。
本章では、まず、このさらなる削減分に見合った対策の強化を行うに当たっての基本

的考え方について整理した。

（１）短期的目標と長期的目標

本報告書では、 年を目標とした技術的対策を検討している。したがって、ある程
度実用化が進んでおり、 年時点で相当量の温室効果ガス削減の期待できる対策が中
心となり、現在、開発途上または実用化が始まったばかりの技術であって、 年以降
に相当程度の削減量が見込める対策について、本検討では取り上げていない。

、 、 、 、ただし このような長期的に効果のある対策についても 研究開発 インフラ整備等
現時点から取り組む必要があるところであり、本報告書に取り上げる対策のみが現在取
り組むべき温室効果ガス削減対策でないことに注意する必要がある。

（２）検討内容
次の事項について、整理・検討している。

① 削減量の大きい対策の抽出
削減目標を達成する上で、削減量の観点から有効な対策を抽出する。このため、

削減費用が小さくとも削減量が小さい対策については除外されるが、このような対
策を推進しなくて良いことを意味しない。

② 対策の概要
対策の内容、特性、現在の普及状況、効率の改善程度、既存対策の目標量等につ

いて整理する。また、可能であれば海外の状況についても併せて紹介する。

③ 対策の課題
[技術的側面]

、 、 （ ）当該対策技術本体の開発状況 性能・実用化の程度 周辺インフラ 供給施設等
に関する技術的課題、立地上の課題、資源量・潜在導入規模等の推計、温暖化対
策以外の面への影響等について整理する。

[経済的側面]
初期投資、維持管理費、人件費、現在の助成策の状況等について、可能な限り明



らかとし、他の既存技術との比較検討により、経済的側面における課題を整理す
る。また、可能であれば、導入を進めるにつれて、コストがどのように増減する
のかについて整理する。

[制度的側面]
対策技術の導入を促進する上での制度的な課題として、エネルギー効率・割当・
地域等の指定・義務づけによる規制、基金・税・買い取り等の経済的な仕組み、
他の政策目的に基づく規制の緩和等について整理する。また、可能であれば、地
方自治体、海外等で成功している事例について紹介する。

④ 強化対策としての削減ポテンシャルの推計
強化対策を実施した場合の、温室効果ガスの削減ポテンシャルを推計する。

①各部門における算定方式の設定 ②主要な社会経済活動量の設定
必
要
に

③ 固定ケースの算定（Ｐ年を出発点とする） 応
じ

翌年度
④計画ケースの算定（排出量ﾃﾞｰﾀのある最新年Ｑ年を出発点とする）

⑤ 現行対策の進捗状況評価

目標年計画ケース
が目標年排出量レベルを上回る

場合

ＹＥＳ

⑥ 不足分に関する対策強化方策の検討

対策技術の導入による削減ポテンシャルの検討
（技術的・経済的・制度的制約の有無との関係）

対策技術導入のコストに関する検討

⑦ 部門別目標排出量の設定（強化ケースの算定）

（注）Ｐ年：固定ケースの起点、Ｑ年：計画ケースの起点、Ｒ年：目標年
図１ 固定・計画・強化ケースの算定手順



２．削減ポテンシャルの検討に際しての方針及び留意点

○ 削減ポテンシャル量は、各部門毎に、計画ケースからの追加的な削減量として示
した。

○ 検討に際しては、技術的、時間的な制約は考慮しつつ、経済的、制度的な制約に
ついては、ある程度捨象して見積もりを行った。今後、経済的、制度的な観点も踏
まえて、実行可能な強化ケースを策定していく必要がある。

○ 削減ポテンシャル量は 年の計画ケースで想定された状況における潜在的な最
大削減可能量を推計したものであり、不確定要素が多く、推計値にある程度の幅を
持って示さざるを得ないため、その上限を「高位水準 、下限を「低位水準」として」
示している。

、 、○ 大きな削減量を見積もろうとすると 複数の対策の間で重複する場合があるため
このような場合は、それぞれの対策で削減ポテンシャルを算定しつつ、これらの対
策全体での削減量の最大値を示した （例：廃プラスチックの排出抑制と各種の有効。
利用）

○ テレビを見る時間、シャワーを使う時間の短縮や、自動車利用の自粛等、地球温
暖化対策推進大綱で 「ライフスタイルの変革」と呼ばれる対策は、温室効果ガスの、
削減に有効であることは言うまでもなく、また、環境教育等も含め将来の環境配慮
型社会の構築に向けての不可欠な取組である。しかし、これらの対策は、個々人の
意識や取組に依存するものが中心であるため、不確定要因が大きく、そのため、今
回の検討では、対応する技術が開発されているバス等のアイドリングストップ等、
確実性の高い対策を除いて検討対象としていない。

以上のような方針で推計した削減ポテンシャルは、必ずしも全ての対策を網羅してい
るわけではなく、また、自動車の走行規制、自動販売機やネオンサインの削減等の、一
方的に生活の利便性に制約を課す強制的な措置は含んでいないが、今後 年に向けて
削減できる可能性のある対策とその削減量を示すものとして活用できる。
今後は、ここに挙げられた対策をもとにして、我が国として温室効果ガス排出量削減

に最も効果的で現実的な対策を選択するとともに、それを実施するために必要な措置に
ついて検討を進めることにより、目標達成を可能とする「強化ケース」を策定していく
必要がある。



３．各部門における削減ポテンシャルのまとめ

（１）エネルギー転換部門

表１ エネルギー転換部門における温室効果ガス削減ポテンシャル

注）温室効果ガス排出削減量総合計の欄の「低位水準」と「高位水準」は、直接排出分の低位水準と高位水準のそ（
れぞれに対して、 第２の欄（ここでは再生可能エネルギー等導入量）の低位水準と高位水準の換算値を加えた数

値を示している。なお、第 ２の欄の低位水準については全電源平均排出係数、高位水準については石炭火力排出

係数を用いて換算を行っている（以 下同じ 。図２参照。）

温室効果ガス削減ポテンシャル
検討対象とした対策 温室効果ガス排出削減量 再生可能エネルギー等 温室効果ガス排出削減量

直接排出分[千トンCO2] 導入量 [10^6kWh] 総合計 [千トンCO2]
低位 高位 低位 高位 低位 高位

風力発電量の導入促進
9,408 3,011 7,715

廃棄物発電の導入促進
17,024 5,448 13,959

原子力発電利用率の向上
（石炭火力発電量の削減）22,600 25,400 22,600 25,400
既設火力発電所
　　　のリパワリング － － －
火力発電の燃料転換
（石炭からＬＮＧ） 1,761 8,806 1,761 8,806

合計 24,361 34,206 26,432 32,819 55,880



（２）産業部門

表２ 産業部門における温室効果ガス削減ポテンシャル

（注）廃プラ有効利用について、ここでは産業部門の削減量としているが、廃棄物部門における焼却量の
減少分として計上することも可能であるため （ ）を付している。、

（３）運輸部門

表３ 運輸部門における温室効果ガス削減ポテンシャル

温室効果ガス削減ポテンシャル
検討対象とした対策 温室効果ガス排出削減量 電力消費削減量 温室効果ガス排出削減量

直接排出分[千トンCO2] [10^6kWh] 総合計 [千トンCO2]
低位 高位 低位 高位 低位 高位

生産工程の省エネ
業種横断技術（ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ） -7,030 19,143 -904 8,667
業種横断技術（コンバインド） 1,300 1,300 1,300
その他省エネ対策 2,410 5,250 4,553 8,926 3,867 12,569

資源の有効利用
廃プラ有効利用 2,450 6,950 2,450 6,950
電炉シェアの向上 2,260 4,530 2,260 4,530
高炉セメント等利用拡大 2,910 2,910 2,910
エコセメント利用拡大 760 1,520 760 1,520

その他
小型分散エネルギーシステム　 -1,110 -2,220 3,225 6,450 -78 3,069
燃料転換 5,170 10,340 5,170 10,340

非製造業
農業 300 96 246
建設業

合計 9,120 23,550 27,221 34,819 17,831 52,102

温室効果ガス削減ポテンシャル
検討対象とした対策　 温室効果ガス排出削減量 電力消費削減量 温室効果ガス排出削減量

直接排出分[千トンCO2] [10^6kWh] 総合計 [千トンCO2]
低位 高位 低位 高位 低位 高位

排出原単位の削減
実走行燃費の改善
（低公害車の一層の普及を含む） 6,750 6,750  6,750

購入車両の小型車化
（乗用車→軽乗用車） 1,600 3,250 1,600 3,250

都市部での自動車走行環境の改善 2,850 6,500 2,850 6,500

自動車走行需要の他への転換
公共交通機関の活用 1,350 5,400 1,350 5,400
トラック輸送から鉄道・船舶輸送
への転換（モーダルシフト） 300 300  300

自動車走行需要の抑制
テレワーク、テレビ会議の推進 1,000 2,000 1,000 2,000
貨物の輸送効率の改善
（積載率の向上） 3,800 7,700 3,800 7,700

合計 17,650 31,900 17,650 31,900



（４）民生部門

表４ 民生部門における温室効果ガス削減ポテンシャル

温室効果ガス削減ポテンシャル
検討対象とした対策 温室効果ガス排出削減量 電力消費削減量 温室効果ガス排出削減量

直接排出分[千トンCO2] [10^6kWh] 総合計 [千トンCO2]
低位 高位 低位 高位 低位 高位

家庭部門
内炎式ガステーブル 750 750 750
潜熱回収型給湯器 2,210 2,210 2,210
ヒートポンプ給湯器 3,800 -5,000 2,200 -300
太陽熱温水器･ｿｰﾗｰｼｽﾃﾑ 1,500 1,500 1,500
住宅の次世代省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準の義務化 1,040 100 1,072 1,122
制御による省エネ 9,600 3,072 7,872
待機電力の削減 2,900 928 2,378
マンションコジェネ -30 100 2 52
サマータイムの導入 -60 1,600 452 1,252

家庭部門計 9,210 9,300 12,186 16,836

業務部門
非常口高輝度誘導灯 334 107 274
ﾋﾞﾙのｴﾈﾙｷﾞｰ管理ｼｽﾃﾑ 3,808 5,320 5,510 8,170
給湯器にｴｺﾉﾏｲｻﾞｰ導入 1,547 1,547 1,547
潜熱回収型温水ﾎﾞｲﾗｰ 2,849 2,849 2,849
ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ導入(100kW未満) 765 765 765
高効率ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ 1,785 1,785 1,785
ｴﾚﾍﾞｰﾀの省ｴﾈﾙｷﾞｰ 286 91 234
超高効率変圧器導入 1,811 579 1,485
太陽熱温水器導入 91 91 91
太陽光発電導入 106 34 87

業務部門計 10,845 7,857 13,359 17,288

民生部門計 20,055 17,157 25,545 34,124



（５）ＨＦＣ等３ガス部門

表５ ＨＦＣ等３ガス部門における温室効果ガス削減ポテンシャル
温室効果ガス排出削減量　[千トンCO2]

項目 【回収強化】【回収強化＋【回収強化＋
代替(下位)】代替(上位)】

2,856 2,856 2,856
0 0 0

家庭用冷蔵庫 0 2 4
家庭用エアコン 0 42 83
業務用冷凍空調機器 0 32 64
家庭用冷蔵庫 0 5 8
家庭用エアコン 0 21 42
業務用冷凍空調機器 0 112 224
家庭用冷蔵庫 73 74 75
家庭用エアコン 333 345 357
業務用冷凍空調機器 2,098 2,123 2,146

0 20 33
0 358 573

1,746 1,768 1,781
ポリスチレン 0 155 361
ウレタン 0 187 604
ポリエチレン 0 972 1,401
フェノール 0 11 34
ポリスチレン 0 324 527
ウレタン 0 696 1,310
ポリエチレン 0 0 0
フェノール 0 17 30
ポリスチレン 0 12 19
ウレタン 0 27 46
ポリエチレン 0 0 0
フェノール 0 1 2
噴霧器 0 2,334 2,334
消火器 0 0 0

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 2,625 2,625

3,068 3,230 3,356
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

2,738 2,866 3,026
HFC合計 7,106 12,496 14,915
PFC合計 3,068 5,855 5,981
SF6合計 2,738 2,866 3,026
合計 12,911 21,217 23,922

SF6の生産時の排出
電気機械器具の製造又は使用開始時の排出
電気機械器具の使用時の排出
電気機械器具の点検時の排出
電気機械器具の廃棄時の排出
ドライエッチング、CVDクリーニングに伴う排出

噴霧器、消火器の使用又
は廃棄に伴う排出
溶剤、洗浄剤の使用に伴う排出
PFCの生産時の排出
PFCが封入された製品の製造又は使用開始時の排出
PFCが封入された製品の使用時の排出
PFCが封入された製品の廃棄時の排出
溶剤、洗浄剤の使用に伴う排出
ドライエッチング、CVDクリーニングに伴う排出

HFCが発泡剤として含ま
れている発泡プラスチッ
クの使用時の排出

HFCが発泡剤として含ま
れている発泡プラスチッ
クの廃棄時の排出

カーエアコンの使用時の排出
カーエアコンの廃棄時の排出

HFCが発泡剤として含ま
れている発泡プラスチッ
クの製造時の排出

HCFC-22の生産に伴うHFC-23の排出
HFCの生産時の排出

HFCが封入された製品の
製造又は使用開始の排出

HFCが封入された製品の
使用時の排出

HFCが封入された製品の
廃棄時の排出

カーエアコンの製造時の排出



（６）生物資源等部門

表６ 生物資源等部門における温室効果ガス削減ポテンシャル

表７ 生物資源等部門における温室効果ガス削減ポテンシャル（間接効果）

削減ポテンシャル
検討対象とした対策 温室効果ガス排出削減量

[千トンCO2]
低位 高位

農業 家畜の消化管内発酵（生産性の改善等） 663 709
家畜の糞尿処理（処理方法の変更） 1,711 2,721
稲作（水管理方法の変更） 1,147 2,372
施肥（局所施肥） 20 98
農業廃棄物の焼却 0 0

廃棄物 埋立（リサイクル等） 566 741
下水処理（処理方法の変更） 271 375
焼却（リサイクル等） 1,858 2,440

6,234 9,456

温室効果ガス削減ポテンシャル
検討対象とした対策 温室効果ガス排出削減量 電力消費削減量 温室効果ガス排出削減量

直接排出分[千トンCO2] [10^6kWh] 総合計 [千トンCO2]
低位 高位 低位 高位 低位 高位

2,269 7,313 382 1,232 2,391 8,324

木質バイオマスの利用 2,519 2,901 1,913 2,321 3,131 4,804
都市の木質廃棄物 0 0 0 0
製材工場等の残廃材 710 -21 703 692
除間伐材・林地残材 1,809 2,191 1,934 2,342 2,428 4,111

75 489 24 401

その他
都市緑化 4 4以上 1 3以上
屋上緑化 3 221以上 1 181以上

合計
4,787 10,214 2,376 4,266 5,548 13,712

廃棄物（消化ガス［下
水］発電）

農業（畜産廃棄物のエ
ネルギー利用）



４．削減ポテンシャルの総量

各部門の温室効果ガス削減ポテンシャルをまとめると表８のようになる。

表８ 年における温室効果ガス削減ポテンシャル（対計画ケース）

電力消費削減による二酸化炭素排出量の削減ポテンシャルを推計するにあたっては、
図２のとおり算定した。
電力消費の削減量の二酸化炭素への換算については、その削減により電源構成がどの

ように変更されるかによって決まるため一律の換算が難しい。ここでは、低位水準には
全電源平均排出係数を掛け、高位水準には石炭火力排出係数を掛けて換算した。

温室効果ガス削減ポテンシャル
対象部門 直接排出分削減量 電力消費削減量 総削減量

[百万トンCO2] [10^9kWh] [百万トンCO2]
低位 高位 低位 高位 低位 高位

エネルギー転換部門 24 34 26 26 33 56
産業部門 9 24 27 35 18 52
運輸部門 18 32 18 32
民生家庭部門 9 9 9 9 12 17
民生業務部門 11 11 8 8 13 17
ＨＦＣ等３ガス部門 13 24 13 24
生物資源等部門 6 9 6 9
　間接効果 5 10 2 4 6 14

合計 95 153 73 83 119 221



温室効果ガス排出 温室効果ガス排出 電力消費削減量 電力消費削減量
削減量の低位水準 削減量の高位水準 の低位水準 の高位水準
百万 ﾄﾝ 百万 ﾄﾝ × ×

温室効果ガス排出削減量に換算

全電源平均排出 石炭火力排出係
係数を掛ける 数を掛ける

百万 ﾄﾝ 百万 ﾄﾝ

百万 ﾄﾝ 百万 ﾄﾝ

図２ 削減ポテンシャルの総量の算定

以上の考察に基づいて、全部門における削減ポテンシャルから、温室効果ガスの排出
量を算定すると、次のとおりとなる。

表９ 年での削減ポテンシャルを考慮した温室効果ガス排出量 [百万トン ]
2010年

基準年 計画ケース１ 計画ケース２
計画ケースにおける温 1,210 1,271 1,303
室効果ガス総排出量 (105) (108)

低位水準 高位水準 低位水準 高位水準
削減ポテンシャルを含
む温室効果ガス総排出 1,210 1,152 1,050 1,185 1,082
量 (95) (87) (98) (89)

各部門で見積もった削減ポテンシャルを整理すると上の表のとおりである。計画ケー
ス２における低位水準の場合は、基準年の排出量に対して２％減であり、高位水準の場
合は、基準年の排出量に対して ％減となる。



[このページは調整中]５．今後の検討

今回の検討において、強化ケースを検討するための準備として、各部門ごとに、技術
的、時間的な制約を考慮しつつ、経済的、制度的な制約をある程度捨象して、 年に
おける「削減ポテンシャル」について検討したところである。削減ポテンシャルで見積
もった削減量を現実のものとしていくためには、実際には様々な経済的、制度的制約が
存在するところであり、これらについては、各対策ごとに課題として整理し、各部門別
の資料において詳述している。
今後は、この削減ポテンシャルとして掲げられた対策とその削減量について、これら

の制約を克服するための政策と必要とされるコストについて考慮の上、実際に、どの部
門でどのような技術的対策によりどれだけの削減が可能かの見積もりを行い、実現可能
な強化ケースを策定していく必要がある。
なお、削減ポテンシャルをもとに強化ケースを策定するに際しては、需要側における

エネルギー消費量削減に伴う供給側の対応についての検討が重要であり、特に次の二つ
の点に留意する必要がある。

① 原子力発電所の新規増設に関する想定
「地球温暖化対策推進大綱」の策定時には、 基の原子力発電所が 年までに新

たに設置されるとの前提であったが、今回の検討においては、今後の原発の立地につい
て様々な不確定要素があるため、 基の場合（ケース１、平成 年度電力供給計画に
よる）と７基の場合（ケース２、平成 年３月現在の電源開発調整審議会の答申が出さ
れたもの）の場合の２つのケースについて算定を行った。
しかし、今後の情勢によっては、今回設定した７基よりも少なくなる可能性もあり、

上記以外のケースを想定することが必要になってくるとの意見があり、この場合には、
温暖化対策をさらに強化する必要が生ずることとなる。

② 電力需要想定の影響
電力消費に伴う二酸化炭素の排出については、第１部６（４）で述べたとおり、間接

排出であることから、電源構成及びその変化、負荷曲線、地域性等を踏まえると、電力
及びその削減量の換算について困難な技術的課題がある。このため、今回の検討におけ
る削減ポテンシャルについては、第２部５で説明したとおり、電力消費削減量の低位水
準と高位水準に対して全電源平均排出係数と石炭火力排出係数を掛けることにより幅で
示している。
このような配慮の上で今回の検討を行ったところであるが、現在の電力事業者の供給

計画は、毎年 ％の需要量の増加を前提として立案されている一方、今回の検討結果
、 、 、によれば 電力需要の毎年の伸びは計画ケースで平均 ％に止まり 強化ケースでは

さらにそれを下回ると予想される。このように、非常に低い伸び率となる強化ケースを
策定する場合は、供給側の対策についても十分な検討が必要となる。



まとめ

本検討会では、 年６月の大綱策定以後の情勢変化を踏まえて、大綱策定以降既に
計画されている地球温暖化対策を実施した場合に、 年にどれほどの削減が見込める
かについて推定を行った。今回の推計は、その算定方法に関して透明性と検証可能性を
確保することを心がけ、定量的なフォローアップを可能とする枠組みを整備した。
国民にわかりやすい算定方法とすることで、今後、国民の各界各層からの批判、意見

を取り入れて、より確実な推計とするとともに、国民一人一人の負担をできる限り公平
とし、経済的にも優れた効率的な削減を可能とし、かつ我が国の求めるべき将来像に合
ったシナリオへと継続的に改善できるようにしている。

今後もさらに精査が必要とされるが、現時点における社会経済活動に関する政府の将
来予測を前提として推計を行うと、 年には、原子力発電所が新たに 基設置され
た場合は、基準年の排出量に対して５％増､７基設置された場合には８％増となる見込み
であり、京都議定書に定められた我が国の削減目標である－６％を達成するためには、
なお、基準年の排出量に対して ～ ％相当分の削減が必要である。

今回、今後さらに追加的な削減の可能性について推計したところ 「削減ポテンシャル、
総量」として、１億２千万～ 億２千万トンとの数値を得た。これは、基準年の排出量
に対して追加的に ％～ ％相当分の潜在的な削減の可能性があることを意味する。
このポテンシャルの中には、比較的容易に実現できる対策から、相当程度の厳しい対策
まで含まれるが、政府においては、今後、この削減ポテンシャルとしての推計を基に、
現実にどの部門のどのような対策でどれだけの削減を図って目標の達成を行うかについ
て、さらに検討していく必要がある。
また、今回の目標年とした 年以降の我が国の社会経済の将来像についても視野に

入れて、エネルギー供給、産業構造、交通・物流システム等どのような方向へと進路を
取るべきかについて、今後、各界各層における更なる議論が必要であり、このような政
策にも温室効果ガス削減目標を織り込ませていくことが重要である。

一方、今回の推計では、データが十分でないために、効率、活動量、排出係数変化、
普及率等の推計の前提となる数値を専門家の判断により設定して推計した場合も少なく
ない。温室効果ガスは、あらゆる社会経済活動に伴って排出されるとともに、その算定
にはある程度高い精度が要求されるため、データの集計・解析・公表については、政府
においてより組織的に実施する体制を整備することが急務であると言える。

今回の検討は、技術的な観点から６％達成に向けたシナリオについて考察した結果で
あるが、政府においては、京都議定書に定められた温室効果ガスの削減目標を確実に達
成するため、技術的対策の開発・導入に強力なインセンティブを与え、国民全体が削減
に積極的に取り組むことのできる対策推進メカニズムの導入に向けて検討を引き続き実
施していく必要がある。


